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1 はじめに 

光ファイバ通信や光インタコネクションの大容量化に伴い、光集積回路が注目され、シリコンフォトニク

スをはじめとする光回路の大規模化が飛躍的に進んでいる。光回路の大規模集積に向けては、光源である半

導体レーザの安定動作が必要であり、レーザへの戻り光の影響を抑制し、光回路内の反射耐性を向上させる

ことが必須である。近年シリコンフォトニクスにおける光源一体集積が活発であるが、光源集積の為にはシ

リコン基板上に III-V 族化合物半導体を集積する必要があり、シリコンフォトニクス回路と半導体レーザの

異種材料の結合領域における損失や反射低減に加え、半導体レーザへの反射光の低減、および半導体レーザ

の光反射耐性の向上が重要課題である。半導体レーザへの戻り光抑制として有効であるのは光アイソレータ

の導入である。これまでに、シリコンフォトニクスにおける光アイソレータとしては、YIG（イットリウム・

鉄・ガーネット）等の磁気光学材料薄膜とシリコン導波路のハイブリッド集積において、光相反位相効果と

マッハ・ツェンダ干渉計の組み合わせにより、20 dB 以上のアイソレーション比が報告されている[1]。また、

磁気光学材料を用いない光アイソレータの手法として、位相変調構造[2]や非線形効果を用いた結合リング

共振器構造[3]の他、金属や誘電体の周期構造を用いた光単一方向伝搬 [4]、また、変調による単一方向光増

幅機能が理論提案されている[5]。しかしこれらの光アイソレータ機能の実証はいずれも単体素子によるも

のであり、半導体レーザとの一体集積には課題がある。一方で、シリコン基板上半導体レーザの高反射耐性

化に関しては、シリコン導波路による低損失化と高 Q 値化[6]、量子ドット活性層による線幅増大係数抑制に

よる反射耐性向上が報告されている。また近年、共振器損の制御による構造的な線幅増大係数の低減による

反射耐性向上が報告されており[7]、シリコン基板上での実装が期待される。前述のシリコン基板上の III-V

族半導体材料の一体集積に関しては、シリコン基板上の光トランシーバが実用化されており、発光・受光デ

バイスに進展が得られる一方で、半導体レーザと光アイソレータの一体集積は実用レベルには至っていない

のが現状である。したがって、シリコン基板上の III-V 族集積構造の反射制御が、集積光回路の新たなプラ

ットフォームの実現に向けた展望を拓くために重要である。

本研究では、大規模光集積に適用可能な光反射制御技術の実現をめざし、シリコン基板上に集積した III-

V 族半導体光集積回路における光反射の抑制を検討した。シリコン基板上の高密度 III-V 族デバイス集積の

実現にあたっては、前述のように、（１）光源の光出力導波路への光アイソレータ機能の付与と光散乱の抑制、

（２）高戻り光耐性を有する半導体レーザが課題である。これらの課題解決のため、シリコン基板上におけ

る光アイソレータと半導体レーザの一体集積に向けて、数値シミュレーションを通して光反射耐性の高い集

積光源の構成を提案することを目標とした。

2 シリコン基板上集積光アイソレータ 

シリコン基板上に半導体レーザと一体集積可能な光アイソレータ構造を検討した。光集積回路のプラット

フォームとしては、SiO2/Si 基板上に形成した InP 薄膜テンプレートを用いた[8]。本構造は、低屈折率層

である SiO2上に薄膜 InP 層を形成することにより、コア層への高い光閉じ込めを可能とし、低消費電力駆

動の半導体レーザおよび光半導体増幅器を形成できる。加えて、メンブレン構造の表面に高い結合係数を有

するブラッグ回折格子、およびフォトニック結晶構造等を適用することができるため、周期的な屈折率およ

び利得構造の形成にも利点が高い[9]。さらに、メンブレン表面への誘電膜や金属のポストプロセスによっ

て、様々な機能を付与できる特徴を有する。これらの特徴を活かして、光アイソレータおよび半導体レーザ

の集積構造として、磁気光学材料による光相反損失を用いたアクティブ型集積光アイソレータ構造を検討し

た。断面構造を図 1 に示す。図１(a)は半導体レーザの断面図である。SiO2/Si基板上に InP の薄膜構造を

形成し、量子井戸(MQW: Multiple Quantum Wells)活性層を埋め込んだ構造である[8]。活性層の両側には p

領域と n 領域を形成し、横方向の pin 電流注入構造を有する。活性層上部の InP のエッチング、もしくは誘

電体薄膜を用いて表面回折格子を形成し、単一モードレーザを実現できる。図１(b)は光アイソレータ構造
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の例である。ここで、レーザは TE モード発振であるため、光アイソレータにおいても TE モード動作が必要

となる。導波路の側面に強磁性体材料を形成し、基板に垂直方向に磁界を与えることで、TE モードの前進

波と後進波の伝搬損失が異なる光相反損失型の光導波路が実現され、光アイソレータ機能を実現できる。こ

の原理を用いた光相反損失型の光アイソレータは InP 基板上で実現されており[10]-[13]、レーザと光アイ

ソレータ一体集積[12]の他、TE モードにおいて、前進波と後進波間のアイソレーション比 36.6 dB/mm が報

告されている[13]。本研究においては、レーザとの整合性を確保するために、レーザ領域と同様の埋め込み

活性層導波路構造を用いることとした。また、メンブレン埋込み導波路の一方の側面に薄膜強磁性体層を形

成し、基板に対して垂直方向に磁界を印加することにより、TE モードに対する非相反光伝搬機能の付与を

検討した。強誘電体層に起因する光損失は、レーザ領域同様に、横方向への電流注入により補償することが

できる。前述のように活性層領域における光閉じ込めが高いため、低電流駆動での光損失補償が期待され

る。 

 

 

図 1 光源集積アイソレータ構造の(a)レーザの断面図と(b)光アイソレータの断面図。 

3 光アイソレータ特性 

数値シミューレ―ションによりアイソレータ機能の解析を行った。図２は解析に用いた光アイソレータ導

波路の断面図である。量子井戸コア領域への電流注入を容易とし、および素子形成を簡易化するため、メン

ブレン表面への強磁性体形成を検討した。6 層 InGaAsP 量子井戸活性層を薄膜 InP 層内に埋め込み、活性層

上に InP によるリッジ構造を形成し、リッジ側面に磁性体構造を形成する。図２(a)はリッジ側壁に直接強磁

性体を形成した構造であり、図２(b)は光損失抑制抑制のために InP 側壁と強磁性体間に低屈折率層を形成

した構造である。本導波路構造の断面解析により光アイソレータ特性を解析した。解析には 3 階の複素誘電

率テンソルによる 2 次元のフルベクトル有限要素法を用いた。強磁性体の複素誘電率テンソルεij は以下で

与えられる。 

 

𝜖𝑖𝑗 = (

𝜖𝑥𝑥 0 𝜖𝑥𝑧

0 𝜖𝑦𝑦 0

−𝜖𝑥𝑧 0 𝜖𝑧𝑧

)  (1)   

 

強磁性体材料には鉄を用い、対角成分の実効屈折率は 3.17+5.27i、非対角の複素誘電率成分εxzは

3.15+1.8i とした[10]。この複素誘電率テンソルを用いて、光アイソレータ導波路構造の複素実効屈折率

neffを解析し、実効屈折率の複素成分κにより前進波および後進波の伝搬損を評価した。また、前進波と

後進波の損失差によりアイソレーション比を求め、アイソレーション比と損失の比を Figure of merit 

(FOM)として定義し、光アイソレータ特性の性能を評価した。 
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𝑛𝑒𝑓𝑓 = 𝑛𝑟 + 𝑖𝜅    (2)  
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𝜆
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       (4) 

 

 
図２ 解析に用いた光アイソレータ構造の断面図。(a)InP リッジ側面への強誘電体形成構造と (b)InP リ

ッジ側面への誘電体／強誘電体形成構造。 

 

図３(a)は、図２(a)の InPリッジ側面への強誘電体形成構造における、TE 偏光に対する前進波と後進波の

伝搬損とアイソレーション比を示す。動作波長λは 1.55 m である。リッジ高さを変えてその影響を調べた。

InP 膜厚は 420 nm、量子井戸層幅は 700 nm、量子井戸活性層上の InP リッジ幅は 1100 nm である。リッジ高

さの増大に伴い、損失が増大する結果が得られた。これはリッジ高さの増大に伴い InP リッジ内の電界分布

が高くなり、強磁性体領域の光分布が増大することによるものである。一方で、アイソレーション比につい

ては最大値が存在し、最適なリッジ高さを得られることがわかった。最大値は 33 dB/mm である。光分布が主

としてコア領域に分布し、垂直方向の光分布の広がりにより、TE モードに対する光アイソレータ動作の効果

が低減するためと考えられる。図 3(b)は FOM の値を示す。リッジ高さ 420 nm 付近で、FOM を最大化するリッ

ジ高さが存在することが示された。 

また、図 4(a)は InP リッジ層の幅を変えた場合の光アイソレーション特性の解析結果である。リッジ高さ

は 320 nm である。InP リッジ幅の増大に伴い、強磁性体領域への光閉じ込めが減少するため、光損失、アイ

ソレーション比共に減少する。リッジ幅 1000 nm におけるアイソレーション比は 30 dB/mm である。また、図

3(b)は FOM のリッジ幅依存性を示す。FOM は InP リッジ幅の増大に伴い緩やかに増大し、最大値は 0.087 で

あった。本構造においては光損失量が非常に高い点が課題である。一因として、メンブレン構造を採用して

いるために活性層の層方向に対する光閉じ込めが高い一方で、活性層の横方向に対する光閉じ込めが不十分

なため、強磁性体領域の光損失が相対的に高くなっていることが要因と考えられる。 
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図３ InP リッジ側面への強誘電体形成構造（図 2(a)）における(a)アイソレーション特性と(b)FOM の

InP リッジ高さ依存性。 

 

図４ InP リッジ側面への強誘電体形成構造（図 2(a)）における(a)アイソレーション特性と(b)FOM の

InP リッジ幅依存性。 

 

損失低減に向けては、図２(b)に示した、リッジ導波路と強磁性体領域間に誘電体膜を形成した構造を検討

した。InP 膜厚及び活性層構造は図２(a)と同様である。InP のリッジ幅は 700 nm、リッジ高さは 400 nmと

した。誘電体膜は TiO2とし、膜厚を変えてアイソレーション特性の変化を調べた。図５(a)は TE 偏光に対す

る伝搬損とアイソレーション比、図５(b)は FOM を示す。本構造においては、誘電体膜の低屈折率領域によ

り、InP リッジ領域内の光閉じ込めが強くなり、導波路内の光は主としてコア領域に閉じ込められる。誘電

体膜厚の増大に伴い、強磁性体領域への光の閉じ込めが減少し、光損失、およびアイソレーション比共に減

少する傾向が得られた。一方で誘電体膜を厚くしていくと、損失の低減に対してアイソレーション比の低減

が緩やかであるため、誘電体膜の増大に伴い、FOM は一旦減少するが、少しずつ増大に転じる結果が得られ

た。膜厚 300 nm における FOM は約 0.05 である。 

以上のように、メンブレン構造を用いた非相反損失を用いた TE モードの光アイソレーションの機能を数

値シミュレーションにより確認することができた。一方で、現状の構造では FOM の値が最大でも 0.1 程度に

留まっている。これはアイソレーション比 10 dB を得る際に伝搬損が 100 dB となることを示しており、光

増幅による損失補償の為には、リッジ構造や誘電体の膜厚構造の制御により、伝搬損失の大幅な低減が必須

である。図２に示した光アイソレータ構造は、電流注入による光増幅による損失補償機能を有する。量子井

戸領域の活性層領域を仮定した場合、活性層領域における光閉じ込めは 1 層当たり 2%程度の高い値を得るこ
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とができるため、低注入電流による光増幅を実現できる。同様のメンブレン光増幅器においては、300 m 長

のバルク活性層を用いて、電流量 12 mA におけるチップ利得 10 dB、33 dB/mm の損失補償が報告されている

[14][15]。ロスレス動作に向けては同程度の光損失を実現することが必要となる。 

 

図５ InP リッジ側面への誘電体／強誘電体形成構造（図 2(b)）における(a)アイソレーション特性と

(b)FOM の誘電体膜厚依存性。 

4 まとめ 

シリコン基板上の光源集積光回路に適用可能な光アイソレータの実現に向けて、非相反損失メンブレン構

造を用いた光アイソレータを提案し、数値解析による基礎検討を行った。半導体レーザの低電流駆動に適し

た SiO2/Si 基板上の InP メンブレン構造を採用し、メンブレン構造の表面に強磁性体を形成することで、横

方向電流注入による光増幅機能と、TE モードに対する光アイソレーション機能を与えることができる。有限

要素法による数値シミュレーションにより、強磁性体構造に鉄を用いた場合において、アイソレーション比

10 dB/mm 以上、FOM 0.09が得られることが示された。一方で、十分な損失補償の効果を得るためには FOM 

1 以上が必要であることから、光損失の低減が今後の課題である。また、実際の素子作製に向けては、SiO2/Si

上 InP 薄膜テンプレート上の強磁性体の形成技術が必要であり、作製を可能とする誘電体材料および磁性体

材料の構成の検討も重要である。合わせて、半導体レーザの反射耐性向上を検討することで、シリコン基板

上の光源集積光回路の実現が期待される。 
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